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第２章 物流を取り巻く現状について 

１ 全国的な物流を取り巻く現状 

     近年、E コマース市場の急拡大による輸送需要の増加や、ドライバー不足が深刻化する

など物流業界を取り巻く環境は目まぐるしく変化しています。また、脱炭素やＳＤＧｓなど、新

たな時代の要請に対応する必要も生じています。 

     構想の策定にあたっては、このような時代の変化に対応し、本市物流の活性化に資する

ものとするため、全国的な物流を取り巻く現状について、整理を行いました。 

 

（１）港湾貨物取扱量（外貿コンテナ貨物量・内航フェリー貨物量の推移） 

   本市には東西にコンテナターミナルがあり、中国、韓国、台湾を中心にアジア各

国の港と密に結びついています。また、新門司地区は関東、関西、四国と結ぶ西日

本最大級のフェリー基地となっています。 

   全国及び本市の港湾貨物取扱量（外貿コンテナ貨物量、内航フェリー貨物量）は、

以下のグラフのように推移しています。 

 

  外貿コンテナ貨物量は、全国、北九州港のいずれも長期的に増加傾向となって

います。 

  北九州港で取り扱う内航フェリー貨物量も 2015 年より新門司地区に就航して

いるフェリーが大型化したことにより、長期的には増加傾向となっています。 

（2020 年は新型コロナウイルス感染症の影響を受け、外貿コンテナ貨物量・内航フェリ

ー貨物量ともに減少しています。） 
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（２）航空貨物取扱量（国際貨物取扱量及び国内貨物取扱量） 

   本市には、九州・中四国で唯一の 24 時間利用が可能な海上空港である北九州

空港が立地しています。 

全国及び北九州空港の航空貨物取扱量（国際貨物取扱量、国内貨物取扱量）は、

以下のグラフのように推移しています。 

 

 
 

 

 

 

  ここ 10 年間の全国的な航空貨物取扱量は概ね横ばいの状況となっています。 

  今後の航空貨物需要の見通しとして、国際航空貨物については半導体及び自動

車・電子部品など製造関連をはじめ、越境 EC 市場の更なる拡大が見込まれま

す。 

  北九州空港における 2020 年度の航空貨物取扱量（国内・国際）は過去最高と

なる 15,385t を記録しています。とりわけ、国際航空貨物取扱量は前年度比

（2019 年度）約 2.5 倍の 13,700t と急増しています。 

  この国際航空貨物取扱量の急増は、国際貨物定期便が増便（2 便→3 便）され

たことや、輸入貨物の取扱いが開始されたことによるものです。 

●全国の航空貨物取扱量（出所：国土交通省航空局「暦年・年度別空港管理状況調書」より作成） 

●北九州空港の航空貨物取扱量 

■国際貨物取扱量 ■国内貨物取扱量 

2006  2007  2008  2009  2010   2011  2012  2013  2014  2015   2016  2017  2018  2019  2020（年度） 
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 （３）国内貨物輸送量の推移 

   ①国内貨物輸送の機関分担率 

    全国の国内貨物輸送の機関分担率（どの輸送モードを使用して輸送されている

かの割合）は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

  全国の輸送機関別分担率は、トラックがトンベースで 91.6％、トンキロベ

ースで 51.3％を占めるなど基幹輸送モードになっており、その輸送力の維

持が重要と考えられます。 

 

  ②国内貨物輸送量の推移 

   全国の国内貨物輸送量の推移は、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■トンベース           ■トンキロベース 

（出所：国土交通省各種統計資料より作成） 

（出所：国土交通省各種統計資料より作成） 

■トンベース 

■トンキロベース 
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  全国の国内貨物輸送量は、トンベース、トンキロベースとも、長期的に減

少傾向、近年は横ばいで推移しています。 

 

 （４）物流市場の変化（EC 市場の成長と宅配便の増加） 

    近年、通信販売などを中心に EC 市場は拡大を続けています。それに伴い、宅

配便も増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  EC 市場は、2018 年には全体で約 18 兆円規模、うち物販分野で 9.3 兆円規模ま

で拡大しています。 

  また、EC 市場の拡大に伴い、宅配便の取扱い件数は 5 年間で約 6.7 億個、18.4％

増加しており、「ラストワンマイル」と言われる末端配送まで含めた貨物輸送

への需要は拡大しています。 

  さらに新型コロナウイルス感染症の拡大に伴ういわゆる「巣ごもり需要」の増

大などで直近の市場規模はさらに拡大していると見られます。 

 

（５）働き方改革関連法とトラック運送事業者 

      前述のようにトラック輸送は我が国の貨物輸送の根幹となっていますが、現在、その担

い手となるトラックドライバーの確保が大きな問題となっています。また、働き方改革関連

法に関連して、トラックドライバーの労働規制の強化が進んでいます。 

 

    ①トラックドライバーの有効求人倍率 
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  トラックドライバーの有効求人倍率は、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大による景気低迷等により、一時より低下したものの「2 倍」近くあり、

全職種平均の「1」に比べても高水準となっています。 

  いわゆる「募集しても集まらない」状況が続いており、ドライバー不足は

景気等による問題ではなく、構造的な問題となっています。 

 

   ②トラックドライバーの従業者数の推移と高齢化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  全国でトラックドライバーは、ピーク時より 213 千人減少しています。 

  さらにトラックドライバーの高齢化が顕著になっており、年齢による退職

者の補充が懸念されています。 

 

       ■トラックドライバーの需給予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  トラックドライバー需給の将来予測によると、2025 年には約 21 万人が、

2028 年には約 28 万人不足するとされています。 

  現時点でも不足状態とみられる中で、無理な就労が生じている可能性があ

ります。 
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出所︓公益社団法⼈鉄道貨物協会の「平成３０年度本部委員会報告書」令和元年５⽉

2017年度 2020年度 2025年度 2028年度

需要量 1,090,701⼈ 1,127,246⼈ 1,154,004⼈ 1,174,508⼈

供給量 987,458⼈ 983,188⼈ 945,568⼈ 896,436⼈

過不⾜ ▲103,243⼈ ▲144,058⼈ ▲208,436⼈ ▲278,072⼈

2020 年 5 月 

出所：国土交通省ホームページ 
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    ③トラックドライバーの労働条件の実態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  トラックドライバーの成り手不足は、就労条件の悪さが原因の一つと考え

られます。 

  トラックドライバーの年間所得額は、全産業平均と比較して、大型トラッ

ク運転者で約 1割低く、中小トラック運転者で約 2 割低い状況となってい

ます。 

  また、トラックドライバーの年間労働時間は、全産業平均と比較して、大型トラック

運転者・中小型トラック運転者とも約 2 割長くなっています。 

 

 

 
 

  上記のトラックドライバーの長時間労働の一因には、荷待ち時間の発生（平均 1

時間 45 分）と荷役時間の発生(2 時間 40 分以上)が大きく影響しています。 

  １日の運行距離が 500 ㎞超の長距離輸送のドライバーの平均拘束時間は、16

時間を超えるなど、長時間労働が顕著となっています。 

 

    ④働き方改革関連法とトラックドライバー 

      働き方改革関連法に伴い、トラックドライバー労働条件の改善に向けて、今後、労働規

制の強化が予定されています。 

 

 

 

 

■1 運行あたりの拘束時間内訳         ■1 運行あたりの荷役時間の分布 

2015        2016        2017       2018       2019 2015        2016        2017       2018       2019 

 
（2015） 

出所：国土交通省、厚生労働省「トラック輸送状況の実態調査」（2015） 
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  トラックドライバーには 2024 年 4 月から年 960 時間の時間外労働の上限規

制が適用開始されます。 

  労働実態からすると、時間外労働年 960 時間超のドライバーが相当数いるとみ

られ、労働時間の短縮が不可避となってくると考えられます。 

  これらの労働規制強化により、トラック輸送コストの増大に繋がることも考えられ

ます。 

 

（６）物流施設の変遷 

    荷主企業や消費者のニーズが高度化・多様化していることにより、物流施設に対する

ニーズも時代とともに変遷を辿っています。 

 

 

■物流施設の変遷 

出所：国土交通省資料 
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（７）SDGｓへの対応 

地球環境問題や貧困問題などの世界的な拡大に伴い、これからの世界において「持 

続可能な開発目標」（Sustainable development Goals）をもって社会を変革してい

くことが掲げられています。 

      この取組みには、全ての産業界に求められており、日本経済団体連合会においても各

企業への働きかけを強めています。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  SDGs においては 17 の目標が設定されています。物流に特に関係性が強いのは

４つの目標であり、「経済成長と雇用」「インフラ，産業化，イノベーション」

「持続可能な都市」「持続可能な生産と消費」です。 
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  今後、荷主企業における物流の構築や物流企業の事業においても、これらの目

標に資する体制づくりが不可欠になると推測されます。 

 

（８）環境への配慮 

    2020 年 12 月 25 日に開催された第 6 回成長戦略会議において、「2050 年カーボ

ンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」が公表されました。同戦略においては、今後の産

業として成長が期待される重要分野として、下記 14 産業につき、2050 年までの「実行

計画」が策定されています。 

    本市においても、2050 年の「ゼロカーボンシティ」を目指すことを表明しており、目標に

向けて、取組みを進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 
 

  上記の実行計画に則り、物流分野においてもカーボンニュートラルを目指した

取組みが必要です。 

  さらに、2021 年 10 月 22 日には、地球温暖化対策計画が閣議決定されました。

同計画においては、2050 年のカーボンニュートラルに向けた中間目標として、

2030 年度に温室効果ガスを 2013 年度から 46％削減することが示されており、

物流を含めた運輸部門においても 35％の削減目標が設定されています。 

■重要分野における実行計画（物流分野抜粋） 

出所：「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」2020 年 12 月、内閣官房 

出所：「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」2020 年 12 月、内閣官房 
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（９）持続可能性の確保（BCP への配慮） 

    近年は、地震のみならず風水害等による大規模災害が多発しており、各企業では BCP

（事業継続計画(Business Continuity Plan)）の策定が求められています。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■近年の物流事業者の被災状況 

■BCP（業務継続計画）の必要性 
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  近年の災害の頻発性、激甚化から、安定した経済活動の遂行には、物流の強靭

化が必要です。そのためには、物流を継続する「BCP の策定」が必須となって

います。 

  BCP の策定状況は、年々増加しているものの、検討中含めて半数程度となって

います。 

  特に運輸・倉庫業では、15.9％に留まっており、今後の BCP 策定が急務となっ

ています。 

  また、BCP 策定に伴い、拠点の見直しや代替拠点のニーズが高まる可能性があ

ります。 

  

■BCP（業務継続計画）の策定状況 
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（１０）国の動向（総合物流施策大綱） 

    2021 年 6 月 15 日に政府における物流施策の指針を示し、関係省庁が連携して総

合的・一体的な物流施策の推進を図る「総合物流施策大綱（2021 年度～2025 年度）」

が閣議決定されました。 

 

 

 

  

出所：「総合物流施策大綱（2021 年度～2025 年度））」2021 年 6 月、国土交通省、経済産業省、農林水産省 
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２ 本市の物流の現状 

（１）九州及び福岡県を発着する貨物量 

  ①九州を発着する貨物量 

    本市を含めた九州を発着する貨物の輸送量については、以下のとおりです。 
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  貨物量の少ない航空を除いて、九州を発着する対本州側との自動車(トラ

ック)、鉄道、海運の貨物量をみると、全体量では九州発が九州着を上回る

貨物量となっています。 

  発貨物量の多さは主に海運による貨物量の差で、主に素材などバルク貨物

によるものです。 

  自動車や鉄道では着貨物量のほうが上回っており、陸上輸送では発貨物の

ほうが少なくなっています。 

 

②福岡県を発着する貨物量 

    本市を含めた福岡県を発着する貨物の輸送量については、以下のとおりです。 
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  福岡県を発着する対本州側との自動車(トラック)、鉄道、海運の貨物量を

みると、全体量では福岡県着が福岡県発を上回る貨物量の傾向となってい

ます。 

  福岡県発では海運の割合が福岡県着よりもやや高くなっており、大量輸送

貨物があると考えられます。 

  自動車や鉄道では相対的に着貨物量のほうが多く、福岡県だけを取り上げ

ればやや片荷傾向となっています。 

 

 

（２）九州及び福岡県を発着する自動車貨物量 

      九州及び福岡県を発着する全体の貨物量については、上記のとおりです。これをさらに

自動車貨物量に絞った場合、貨物量は以下のように推移しています。 

 

    ①九州を発着する自動車貨物量 
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  九州を発着する対本州側との自動車貨物量を福岡県とそれ以外の６県計

で比べると、発着とも福岡県が他６県を上回る傾向が続いており、九州内

において本州側との流動の中心となっていることが分かります。 

  特に着貨物においては福岡県が九州内で圧倒的に多い存在となっていま

す。人口や産業の集積の他、九州内への配送への拠点となっていることが

見て取れます。 

 

   ②福岡県を発着する自動車貨物量 
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  福岡県を発着する対本州側との自動車貨物量を地域別にみると、発着とも

近畿地方が最も多くなっています。また、関東地方や東海地方などの遠方

との間でも一定量の流動が見られます。 

  このような遠方との流動は、トラックドライバーの労働環境として厳しい

状況を生じさせている可能性があり、将来的な輸送力の確保に向けて、更

なる工夫の余地があることを窺わせます。 
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  （３）本市を発着する貨物量 

      全国貨物純流動調査（３日間流動調査）をもとに、本市を発着する貨物の分析を行い

ました。 

※「３日間流動調査」とは、３日間における出荷１件ごとの貨物の詳細な流動実態を調査す

るものです。全国貨物純流動調査の一内容となっており、5 年に 1 回の頻度で、全国規模

で調査が行われています。今回の分析は、現時点で最新の公表データである2015年10

月 20 日(火)～22 日(木)の３日間のデータに基づいて行っています。 

 

    ①本市の発着貨物量の動向 

      3 日間流動調査の結果、本市の発着貨物の全国及び九州発着貨物に占める割合に

ついては、以下のとおりです。 

 

 

 

  上記の表のとおり、本市の発貨物は、重量ベースで九州の発貨物の 19.8％、

件数ベースで 5.2％を占めています。件数ベースに対して、重量ベースの

割合が高くなっていることから、鉄鋼製品などの重量物が本市から多く発

送されていることが窺えます。 

  着貨物は、重量ベースで九州の着貨物の 13.4％、件数ベースで 7.4％を占

めています。 

 

 

 

■本市発貨物 

■本市着貨物 
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   ②本市の貨物輸送の機関分担率 

3 日間流動調査の結果、関東・近畿地方間における、本市発着貨物の機関分担率は、

以下のとおりです。 

 

 
 

 
 

  重量ベース、件数ベースの双方から総合的に見ると、トラックが本市の基

幹輸送モードとなっているといえます。 

  他方で、関東向け発貨物などでは、重量ベースで「海運（その他船舶）」が

高い割合となっています。これは、本市が製造業中心の産業構造であり、

コークスや鉄鋼製品などの重量物が在来船を使用して本市から輸送され

ているものと考えられます。 

■本市着貨物 

■本市発貨物 
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３ 本市のポテンシャルについて 

物流拠点構想の策定にあたり、本市が有する物流拠点としてのポテンシャルにつ

いて、整理を行いました。 
 

（１）地理的優位性 

  本市は、九州と本州の結節点に位置しており、九州から本州へ陸路で向かう際に

は必ず本市を通過しなければならないなど、交通の要衝となっています。 

  また、本市は東京と上海の中心に位置しており、発展著しいアジアのマーケット

に近い立地環境にあります。 

 
（２）充実した物流インフラ 

   本市は、陸（①充実した道路ネットワーク、②北九州貨物ターミナル駅）・海

（③北九州港）・空（④北九州空港）の充実した物流インフラを有しています。 

 

 

24 時間利⽤・ 
シーアンドエア輸送可能な 
国際空港 
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① 充実した道路ネットワーク 

  本市は、九州自動車道と東九州自動車道の結節点であり、高速道路網が充  

実しています。九州管内では、本市を起点に西回り、東回りの両方が可能

であることから、平時は効率的な配送が可能となり、災害時は物流ルート

の寸断リスクを低減することが可能となります。 

  さらに、平常時・災害時を問わない安定的な物流を確保・活性化するため、

都市計画道路をはじめとした広域道路ネットワークの整備を進めていま

す。 

  下関北九州道路が開通すると、西中国エリアの経済圏がさらに拡がり、物

流の面でも優位性が高まることが期待されています。 

 

 

   ② 鉄道（北九州貨物ターミナル駅） 

  本市には、鉄道貨物の拠点である北九州貨物ターミナル駅が立地していま

す。 

  同駅は、鹿児島本線と日豊本線の中継点となっており、九州～本州間の全

ての貨物列車が停車し、停車列車の大多数の荷役を行っていることから、

九州最大の便数を誇っています。また、同駅は 24 時間体制で鉄道貨物の

取扱いをサポートしています。 

  同駅の 2020 年度のコンテナ貨物取扱量は、90 万トンを超えており、全国

の貨物駅の中で第 6 位の取扱量となっています。 

  鉄道輸送は、輸送単位あたり※の CO2排出量が営業用トラックの約 13 分の

1 であり、環境負荷の少ない輸送方法へのモーダルシフトの担い手となる

ことが期待されています。 ※ 1 トンの貨物を 1 ㎞輸送した時に排出する CO2の量 

 

 

 

 

広域道路ネットワーク図 

 

都市の発展と持続を 

支えるみちづくり 

都市の強靭化に資する 
重要物流道路をはじめ 

とした、物流・人流を 
支える広域道路ネット 

ワークの構築 

 

（写真左：貨物列車 右：北九州貨物ターミナル駅） 

下関北九州道路 
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      ③ 北九州港 

  本市には、フェリーが 6航路、RORO 船が 2 航路就航しています。その行先

も首都圏、関西圏、中部、四国、沖縄と多岐にわたり、便数も充実してい

ます。 

  中でも新門司フェリーターミナルには、関西圏行き 3 航路、首都圏行き 2

航路が集積しており、西日本最大級の規模を誇っています。 

  海上輸送は、輸送単位あたり※の CO2 排出量が営業用トラックの約 6 分の

1 であり、環境負荷の少ない輸送方法へのモーダルシフトの担い手となる

ことが期待されています。 ※ 1 トンの貨物を 1 ㎞輸送した時に排出する CO2の量 

  

  本市は、東西に太刀浦コンテナターミナル、ひびきコンテナターミナルの

2 つのコンテナターミナルを有しています。 

  本市のコンテナターミナルは、中国、韓国、台湾を中心にアジア各港との

間に豊富な航路を有しており、アジアとの輸出入の拠点となっています。 

  2022 年 3 月 1 日時点で、外航定期コンテナ航路数は、34 航路月間 144 便

を誇っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

九州の長距離フェリー航路図 
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      ④ 北九州空港 

  北九州空港は、九州・中四国で唯一の 24時間利用が可能な海上空港です。 

  海上空港であることを活かし、特殊貨物のシーアンドエア輸送が可能とな

っています。 

  国際貨物定期便として、仁川往復便が就航しており、同便は 2021 年 11 月

より、週 3 便から週 4便へ増便されました。 

  北九州空港では滑走路の 3,000ｍ化に向けた取組みを進めており、それに

より航空貨物需要のある北米・欧州直行便の就航など、九州・西中国の物

流拠点化を目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）産業基盤 

  本市は日本の産業拠点として発展した歴史から、自動車、半導体、素材・部品

等を中心とした産業が集積・高度化しています。さらに、近年注目されている

環境・エネルギー産業の立地も見られています。 

  本市の周辺には、大手自動車メーカー４社が立地し、全国シェアの約２０％を

占める生産能力を誇っています。そのため、本市ではそのサプライヤーなどを

含めた関連産業の高度集積が図られています。 

  また、本市の響灘地区は、臨海部に広大な産業用地を有しています。これを活かすべ

く、同用地を「洋上風力関連産業ゾーン」と位置づけ、産業集積に取り組むなど、国

から西日本唯一の指定を受けた洋上風力発電の基地港湾を核とした風力発電関連

産業の総合拠点化を推進しています。 

 70 


